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市第 116 号議案 横浜市乳児等通園支援事業の設備、運営等の基準に関する

条例の制定 

 

１ 趣旨 

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第47号）により、児

童福祉法の一部が改正され、同法に乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に関す

る規定が新設されました。 

乳児等通園支援事業は、保育所等に通っていない０歳６か月から満３歳未満のこども

が、月一定時間までの利用可能枠の中で、保育所や幼稚園等を利用することができる制度

です。 

乳児等通園支援事業の新設に伴い、国から「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準」（令和７年内閣府令第１号、以下「内閣府令」という。）が示されたことから、

本市においても、内閣府令を踏まえ、条例を新たに制定します。 

 

２ 条例案 

本市においては、内閣府令で定められた基準のほか、暴力団排除に関する内容を加えま

す。また、乳児室の面積基準については、内閣府令の基準に上乗せを行います。 

 

(1) 条例案の構成 

第１章 総則（第１条―第 19条） 

・趣旨、定義、最低基準の目的、最低基準の向上 

・乳児等通園支援事業者の一般原則 

・非常災害の対策、安全計画の策定等、自動車を運行する場合の所在の確認 

・職員の一般的要件、職員の知識及び技能の向上等 

・他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準 

・利用乳幼児を平等に取り扱う原則、虐待等の防止 

・衛生管理等、食事、運営規程 

・帳簿、秘密保持等、苦情への対応 

第２章 乳児等通園支援事業（第 20条―第 26条） 

第１節 通則 

・乳児等通園支援事業の区分 

第２節 一般型乳児等通園支援事業 

・設備の基準、職員 

・乳児等通園支援の内容、保護者との連絡 

第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業 

・設備及び職員の基準、準用 

第３章 雑則（第 27条・第 28条） 

・電磁的記録、委任 

令 和 ７ 年 ２ 月 1 2 日 

こども青少年・教育委員会 

こ ど も 青 少 年 局 
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(2) 内閣府令の基準に基づき規定する主な内容 

ア 職員の知識及び技能の向上等（第 10条） 

乳児等通園支援事業の職員は、制度の趣旨を踏まえて、専門性が発揮できるよう、必

要な知識や技能の修得、維持及び向上に努めるとともに、実施事業者は、そのための研

修等の受講の機会を確保する必要があります。 

 

条例案 

第 10 条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研鑽に励み、法に定める

事業の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努

めなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。 

 

イ 利用乳幼児を平等に取り扱う原則（第 12条） 

利用するこどもの国籍、信条、社会的身分又は利用料の減免の有無によって、差別的

な取り扱いを行うことを禁止します。 

 

条例案 

第 12 条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又

は利用に要する費用を負担するか否かによって、差別的な取扱いをしてはな

らない。 

 

ウ 虐待等の防止（第 13条） 

     職員によるこどもへの虐待行為を禁止します。 

 

条例案 

第 13条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第 33条の 10

各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為

をしてはならない。 
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エ 乳児等通園支援事業に配置する従事者及びその員数（第 22条及び第 25 条） 

（ア） 一般型乳児等通園支援事業所 

一般型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園、地域型保育事業、幼稚

園及び地域子育て支援拠点等で、乳児等通園支援事業のために、専用室を設けるな

どにより、新たに利用定員を設定して実施する事業です。 

乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳未満の幼児おおむね６人に

つき１人以上とし、そのうち半数以上は保育士とします。なお、利用児童数にかか

わらず、原則として、常時少なくとも、２人以上の職員配置が必要です。 

 

（イ） 余裕活用型乳児等通園支援事業所 

余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園、地域型保育事業（居

宅訪問型保育事業を除く）において、利用定員の空き枠を活用し実施する事業です。 

各施設・事業所の職員配置基準と同等の人数配置が必要です。 

 

条例案 

第 22条 一般型乳児等通園支援事業所には、保育士（国家戦略特別区域法（平成

25年法律第 107 号）第 12条の５第２項の国家戦略特別区域限定保育士を含む。

以下この条において同じ。）その他乳児等通園支援に従事する職員として市長が

行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修

了した者（以下この条において「乳児等通園支援従事者」という。）を置かなけ

ればならない。 

２ 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上

満３歳に満たない幼児おおむね６人につき１人以上とし、そのうち半数以上は

保育士とする。ただし、一般型乳児等通園支援事業所１につき２人を下ることは

できない。 

第25条 余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の基準は、

次の各号に掲げる施設又は事業所の区分に応じ、当該各号に掲げる条例の定め

るところによる。 

(1) 保育所 横浜市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成24年

12月横浜市条例第60号）（保育所に係るものに限る。） 

(2) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 横浜市認定こども園の要件

を定める条例（平成27年２月横浜市条例第２号） 

(3) 幼保連携型認定こども園 横浜市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職

員、設備及び運営の基準に関する条例（平成26年９月横浜市条例第46号） 

(4) 家庭的保育事業等を行う事業所 横浜市家庭的保育事業等の設備、運営等の

基準に関する条例（平成 26年９月横浜市条例第 47号）（居宅訪問型保育事業に

係るものを除く。） 
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(3) 本市独自に規定する内容 

 ア 職員の一般的要件（第９条） 

   横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12 月横浜市条例第 51号）の内容を追加します。 

（下線部が条例案での追加部分） 

条例案 内閣府令 

第９条 乳児等通園支援事業者は、横浜

市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横

浜市条例第 51号）第２条第２号の暴力

団、同条第４号の暴力団員等、同条第

５号の暴力団経営支配法人等又は同条

例第７条の暴力団員等と密接な関係を

有すると認められる者であってはなら

ない。 

２ 乳児等通園支援事業者の職員は、健

全な心身を有し、豊かな人間性及び倫

理観を備え、児童福祉事業に熱意のあ

る者であって、できる限り児童福祉事

業の理論及び実務について訓練を受け

たものでなければならない。 

第９条 乳児等通園支援事業者の職員

は、健全な心身を有し、豊かな人間性

と倫理観を備え、児童福祉事業に熱

意のある者であって、できる限り児

童福祉事業の理論及び実際について

訓練を受けた者でなければならな

い。 

 

イ 設備の基準（第 21条） 

   一般型乳児等通園支援事業所の乳児室の面積について、内閣府令の基準である1.65平

方メートル以上から 3.3 平方メートル以上とします。 

                                        （下線部が条例案での拡充部分） 

条例案 内閣府令 

第 21 条第１項第２号 乳児室又はほふ

く室の面積は、乳児又は前号の幼児１

人につき 3.3 平方メートル以上とする

こと。 

 

第 21 条第１項第２号 乳児室の面積

は、乳児又は前号の幼児１人につき

1.65 平方メートル以上であること 

第21条第１項第３号 ほふく室の面積

は、乳児又は第１号の幼児１人につ

き3.3平方メートル以上であること。 

 

 

３ 施行日 

令和７年４月１日（改正児童福祉法及び内閣府令の施行日と同日） 


